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国際ルールの法的な分類国際ルールの法的な分類
種別 主な領域 主たる論点

国際法 武力紛争法 「武力攻撃」、対抗措置、
サイバーインテリジェンス

国際電気通信に関する条 ITU憲章 ITU条約国際電気通信に関する条
約等

ITU憲章、ITU条約

国内法 刑事法・刑事手続法 サイバー犯罪条約をはじ
めとする実定法 手続法にめとする実定法・手続法に
関する問題

電気通信法 通信データに関する規定、
通信内容と国家
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キムドットコム事件キムドットコム事件

タ• タイムライン

– メガアップロードとはガアッ は

– 大陪審起訴

FBIによる捜索・差押え・逮捕– FBIによる捜索・差押え・逮捕

– 保釈申請

– 逃亡犯人引渡請求

– FBIでの分析分析

– 押収違法との判決



キム・ドットコム事件キム・ドットコム事件
• Megauploadというファイル共有の仕組みをつくった
会社(香港本店)の関係者が、米国の著作権法・
RICO法違反で、大陪審起訴をされ、居住地のニュー

ジーランドで、逮捕・自宅に対する捜索・押収がなさ
れた。

• 現在、犯罪人引き渡しをめぐる手続において、捜索
・押収をめぐる手続が争われている。

• 時系列をまとめたもの

– http://www listener co nz/commentary/the– http://www.listener.co.nz/commentary/the‐
internaut/kim‐dotcom‐megaupload‐new‐zealand‐
timeline/timeline/



キム・ドットコムって誰キム・ドットコムって誰

• Kim Dotcom
– 本の名前キム・シュミッツ （英語： Kim Schmitz ）本 名前キ シ ッツ （英語 ）

– フィンランドおよびドイツの市民(パスポートを3つ
の名前)の名前)

– 香港にも資産



キム・ドットコムの生活 住居編キム・ドットコムの生活‐住居編



キム・ドットコムの生活 レジャーキム・ドットコムの生活‐レジャー



キム・ドットコムの生活 美女編キム・ドットコムの生活‐美女編



キム・ドットコムの生活キム・ドットコムの生活
• ベンツは14台

– OLICE、MAFIA、STONED（ラリってる）、HACKER、
GUILTY等々しょうもないカスタム字のナンバープGUILTY等々しょうもないカスタム字のナンバ プ
レート

• 2010年製マセラティ 2008年製ロールスロイス• 2010年製マセラティ、2008年製ロ ルスロイス、
1989年製ランボルギーニ

ジ ットスキ• ジェットスキー

• DELLサーバー60台など

• サムスン製83インチTVは1台じゃ足りなくて3台、シャ
ープ製108インチTVも2台



大陪審起訴（indictment）大陪審起訴（indictment）
• バージニア州アレキサンドリアの大陪審

• Kim Dotcom，Megaupload limited(“MUL”)ほか合
計９名計９名

• ５つの訴因（counts）
「ラケッティアリング活動の共謀」– 「ラケッティアリング活動の共謀」

– 「著作権侵害の共謀」

「マネ ロ ンダリングの共謀」– 「マネーローンダリングの共謀」

– 「著作物を商業的配布ネットワークに配布した刑事的著
作権侵害およびその教唆・幇助」作権侵害およびその教唆・幇助」

– 「電子的手段による刑事的著作権侵害およびその教唆・
幇助」幇助」



キム・ドットコムって
(起訴状の記載)

創設者• 創設者

– MEGAUPLOAD LIMITED (“MUL”)
– Megamedia Limited (“MMG”)

• 重要な役割

– MULのＣＥＯ(２０１１年８月１４日まで)
– MUL’sの Chief Innovation Officer（起訴時）

• ９名によるMega Conspiracyを構築し、ネットワークインフラを
創出

と• VESTOR LIMITED とKingdom International Ventures Limitedの
唯一の株主



MegauploadMegaupload
• 有限責任会社

– 香港に本店

– ww.megaupload.comのアドレス

– オンラインストレージサービス

• Megaupload.com は、13番目の人気

– １億８０００万の登録ユーザー

– ５０００万アクセス

– インターネットの４パーセントのトラフィック

• 収益

– プレミアム登録料（高速の通信を利用できる）)1億5000万
ドル

– オンライン広告(2500万ﾄﾞﾙ)



Megauploadの関連サイトMegauploadの関連サイト
• 関連サイト(著作物のアップロードや公開)

– Megavideo.com
– Megaclick.com
– Megaporn.comなど

• 主張

– 米国においては、DMCAに準拠(実際は×)
– 不正使用防止ツールを用いて(×)( )

• 警告

• 39の映画ファイル(2010年6月24日)( 月 )
• 36の映画が依然として(2011年11月18日)



司法共助の手続司法共助の手続

年• 2012年１月１１日

– 米国中央当局が、ニュージーランド司法長官に協米国中央当局が、 ュ ジ ランド司法長官に協
力を要請

– 応じた応じた

• 同17日
– 司法長官補(Deputy Solicitor‐General)が、警察に
対して捜索・押収令状の申出を許可。

– 令状が発令された。



逮捕逮捕

年• 2012年1月20日
– 映像で映像で
http://www.guardian.co.uk/technology/video/201
2/aug/08/kim‐dotcom‐raid‐police‐mansion‐video/ g/ / p

• ニュージーランドでも有数の家

• ヘリコプターがドットコムの邸宅の上空を制圧リコプタ がドットコムの邸宅の上空を制圧

• 地上部隊が、ゲートをあけ

• 特別戦略グループのメンバーが武装し メインのドア特別戦略グル プのメンバ が武装し、メインのドア
にむけて走った。



Megaupload ドメイン差押えMegaupload ドメイン差押え



保釈申請保釈申請

保釈申請が拒• 保釈申請が拒否(１月２５日)
– ヘリコプターやプライベートジェットを利用して、逃亡することが可能

– ドイツでは、犯罪引き渡しの適用がされない(？)

• 保釈許可(２月２１日)
– ただし、条件つき

– ネットの利用禁止の条件– ネットの利用禁止の条件

– 常駐を命じられたコーツヴィルから80km以上の
移動とヘリコプタ の利用が禁止移動とヘリコプターの利用が禁止



逃亡犯人引き渡し請求逃亡犯人引き渡し請求

米 キ ド 罪 き渡• 米国は、キムドットコムの犯罪人引き渡し(３
月５日))
– これについての審理が来年3月に行われる予定

• おとなしく引き渡される事件ではない• おとなしく引き渡される事件ではない

– キムドットコムなどが、令状に対する司法審査を
求求めた



証拠の押収が違法であるという判決証拠の押収が違法であるという判決

決• 判決の項目

– 「序」序」

– 「令状は無効か」

「警察は 捜索令状の範囲をこえた物を押収した– 「警察は、捜索令状の範囲をこえた物を押収した
のか」

「デジタルフ イルを に送るのは 違法か– 「デジタルファイルをFBIに送るのは、違法か」

– 「まとめ」

– 「救済」



「令状は無効か」「令状は無効か」

「事実 係 令状 執行 たる経緯• 「事実関係（令状の執行にいたる経緯）」

• 「刑事司法共助法のもとでの捜索令状の司ジ ド 審査をな う「刑事司法共助法のもとでの捜索令状の司
法審査」

「犯罪事実の摘示の適切性

ニュージーランドで審査をなしうるよ

米国法の記載がきわめて大雑把(合衆国法典 18巻 371条のような書き方)• 「犯罪事実の摘示の適切性」

• 「捜索・押収権限の適切な定義があったか」

米国法の記載がきわめて大雑把(合衆国法典 18巻 371条のような書き方)

犯罪が特定されていないのと関連し、不十分である、また、無関係のものの押収捜索 押収権限の適切な定義があ たか」

• 「条件が課されるべきか」など
を認めてしまい無効である

有効であれば、条件も付しうるのであろうが、そもそも無効であって意味がない有効 あれ 、条件も付 うる あ う 、そもそも無効 あ 意味 な



「警察は、捜索令状の範囲をこえ
た物を押収したのか」

• ４４条（１）の叙述の範囲外を許可しているの
もとして無効

• もし、令状が有効だったとしても、それにもか
かわらず 許容される範囲を超えたことは明かわらず、許容される範囲を超えたことは明
らかである

– 物を峻別する手段をほとんどとらず

– コンピュータについては、そのまま押収したタ 、そ 押



「デジタルファイルをFBIに送るのは 違法か」「デジタルファイルをFBIに送るのは、違法か」

• 最初の弁論期日において、ハードディスクの最初の弁論期日において、ハ ドディスクの
イメージが、米国に送付されたという事実が
明らかになった明らかになった

– 警察長官の指示(２月１６日)違反？

「 条 事 押 物 保管– 「49条(刑事司法共助法)は、押収物の保管と処

理についての規定が物理的な保管に限られるの
か」

– 「原告は、ハードドライブのイメージをFBIに送付す
ることに同意していたか」

– 「司法長官は送付に同意していたか」司法長官は送付に同意していたか」



控訴担当局は控訴担当局は

控訴すると 報道 月• 控訴するとの報道(7月31日)
• ハイ・コートにおいて、証拠開示についてのヒアリン
グが行われている(2012年8月7日から)
– 警察官は、捜索・差押えの経緯などを証言警察官は、捜索 差押えの経緯などを証言

• ボディガードによる抵抗の危険性

ドットコムは パンチされたと訴えている– ドットコムは、パンチされたと訴えている

• ちなみに地裁の犯罪人引き渡しの担当判事(Judge 
が 事件を回避 月David Harvey )が、事件を回避(7月18日)

– 著作権シンポジウムで「米国は、敵」と発言したた
め



我が国での問題我が国での問題

実体法的な 点• 実体法的な問題点

– 著作権法の属地主義と刑事罰著作権法 属地主義 刑事罰

• 手続法的な問題点

CO法の実体法と共罰性– RICO法の実体法と共罰性

– デジタルデータにおける秘匿特権や無関係デー
タの保護

– 要請国への送付の実務

– 異議のある場合の取り扱い方


